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令和７年度のスケジュール（案）

住民説明会 住民説明会 住民説明会

パンフレット
全戸配布

こども向けイベント

●
連載広報

●
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●
連載広報

生 物 基 礎 調 査（鳥類・海棲哺乳類・コウモリ類）
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令和７年度のスケジュール（案）
事項 概要 時期

普及啓発事業

連載広報
・洋上風力に関する疑問や不安の解消を目的として、広報紙への掲載又は全戸配

布による連載広報を行います。
6月、9月、
12月、3月

パンフレット ・洋上風力に関するパンフレットを作成し、住民の皆様への配布を行います。 11月

子ども向けイ
ベント

・島の将来を担う子どもたちを対象に、洋上風力を中心とした環境学習イベント
を実施します。

・各島2日間程度実施予定です。

・事前に広報紙等での周知を行います。

7~8月
(夏休み期間)

住民説明会
・検討会での検討状況をお知らせするほか、VR機器を用いた映像の紹介等、必

要に応じて住民の皆様に情報提供を行っていきます。
随時

調査

生物基礎調査

・鳥類、コウモリ類、鯨類について、島内及び島近海における基礎情報を把握す
ることを目的に年間（4季及び渡り鳥の季節(渡り季)）を通じて調査を行います。

・陸上での観測に加え、航空機や旅客船を用いた観測も行います。

4季:4月下旬、8月下旬、
10月下旬、12月上旬

渡り季:6月上旬、9月下旬

漁業実態調査
・漁業影響調査を行うための基礎調査として、設置可能エリアにおける漁業操業実

態について近隣県等も含めた調査を行います。
通年
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『地域の将来像』『漁業振興策』『地域振興策』の検討

将来像、振興策の検討について
【令和７年度検討会のテーマ】

出典：令和６年度第３回検討会資料

○洋上風力の導入に当たっては、地域や漁業と共
存・共栄していくことが必要です。そのため、本
検討会において多様な観点（漁業、地域経済、景
観、自然環境など）から、各町村の課題に直結し
た『将来像』『振興策』を皆様と一緒に検討して
いきたいと考えています。

○今後、国を含め検討を行う法定協議会では、洋上
風力発電を通じた地域と漁業の将来像、振興策に
ついて議論することになります。これは公募の際
の要件となるとともに、洋上風力が設置された際
に積み立てられる基金の使途にもなります。

○なお、選定された発電事業者は地元と一緒になっ
てその実現に向けて取り組むことが法律で求めら
れています。
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【八丈町基本構想と東京都離島振興計画を踏まえた検討】

八丈町基本構想・基本計画 東京都離島振興計画（令和5年度～令和14年度）

概要

【策定】
東京都八丈町
（令和3年4月）
【対象期間】
令和3（2021）年度
～令和12（2030）年度
【将来像】
「ともに支えあうあたた
かい町」

【策定】
東京都（令和5年5月）

【対象期間】
令和5（2023）年度
～令和14（2032）年度
【島別基本計画】
「八丈町基本計画」

再エネ ●再エネ自給率の向上 ●再エネ自給率の向上

漁業

●水産基盤の整備
●担い手の確保
●6次産業化
●多角的展開の促進

●漁協の経営基盤強化
●後継者育成
●資源管理型漁業の推進
●栽培漁業の推進

観光
●観光基盤の整備
●情報発信の強化
●戦略的な観光客誘致

●文化/スポーツ交流推進
●体験型観光の推進
●エコツーリズム

伊豆諸島の現状、課題の整理
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【伊豆諸島全体の人口推移】

○令和２（2020）年国勢調査における伊豆
諸島の人口は21,532人

○2015年から2020年の5年間の人口減少割
合は8.25%で、全国の離島における平均
減少割合（9.82％）よりは低いものの、全
国平均（0.75％）と比較すると高い割合

○5年間ごとの人口増減
2005年 → 2010年：-   991人
2010年 → 2015年：-1,561人
2015年 → 2020年：-1,937人
2020年 → 2025年：-1,480人

出典：総務省統計局HP「国勢調査」を基に東京都作成、2025年のみ各町村広報誌
掲載データより作成

伊豆諸島の現状、課題の整理

伊豆諸島全体（9島）の人口推移

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

伊豆諸島9島人口 26,021 25,030 23,469 21,532 20,052
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【八丈町の人口推移】

○令和7(2025)年の八丈町の人口は6,645人

○2005年以降、人口は減少している。

○5年毎の人口増減
2005年 → 2010年：-   606人
2010年 → 2015年：- 618人
2015年 → 2020年：-   571人
2020年 → 2025年：-   397人

○2005年から20年間でみると2,000人以上
減少している。

５町村(大島町・新島村・神津島村・三宅村・八丈町)の人口推移

出典：総務省統計局HP「国勢調査」を基に東京都作成、2025年のみ各町村広報誌掲載デー
タより作成

伊豆諸島の現状、課題の整理
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【伊豆諸島全体の人口予測値】

○2020年時点での予測値では令和7(2025)年に人口2万人を下回る

○将来的な人口予測として、2040年には人口15,000人を下回る

【八丈町の人口予測値】

○将来的な予測として、2040年
には人口5,000人を下回る

伊豆諸島の現状、課題の整理
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【伊豆諸島の高齢化率】

○令和2(2020)年での高齢化率は全体で37.8%である。約2.65人のうち1名は高齢者に該当する。

○同時期の高齢化率全国平均の28.6%と比較すると、伊豆諸島全体の高齢化率は高い状況にある。

伊豆諸島の現状、課題の整理
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伊豆諸島の現状、課題の整理

【八丈町の高齢化率】
○2025年時点の高齢化率は40.2%

となっている。2.49人に1人が
高齢者に該当する。

○人口構成としては、男性は70～74歳、
次いで75～79歳が多く、女性は75～
79歳、次いで70～74歳の年代が多く、
男女ともに70代が最も多い年代である。

○生産年齢人口(15～64歳)のうち、特に
20代が少ない状況にある。

八丈町の人口ピラミッド

高齢者数は計2,673人 高齢化率は約40.2%

引用：八丈町HP「町の人口・世帯」（令和7年4月1日現在）
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【伊豆諸島全体の漁業】

○島しょ地域の漁業生産量は、令和4年(2022年)には約2,100tまで減少している。

○島しょ地域の漁業経営体数は、令和5年には322経営体数まで減少している。

地域別漁業経営体数の推移

出典：東京都の統計HP「2023年漁業センサス 東京都分調査結果報告」より作成

島しょ地域の漁業生産量・生産額の推移

引用：東京都産業労働局HP「東京都の水産 令和5年度版」

伊豆諸島の現状、課題の整理
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【八丈町の漁業】
○八丈町の漁業水揚高は減少し、2022年には600tを下回っている。魚種別漁獲量では『きんめだ

い』が最も多く、次いで『まぐろ類』『めだい』となっている。

○八丈町（青ヶ島含む）の水産業人口は、2018年には151人となっている。

伊豆諸島の現状、課題の整理

魚種別漁獲量順位八丈町(青ヶ島含む)の水産業人口の推移八丈町の漁獲水揚高

出典：東京都産業労働局HP「東京都の水産(令和3～5年度版)」 

2020年 2021年 2022年

水揚高(kg) 687,657 639,645 584,904
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出典：東京都産業労働局HP「東京都の水産 令和5年度版」

令和4年度

順位 種名 漁獲量(kg)

1 きんめだい 410,667

2 まぐろ類 83,407

3 めだい 30,317

4 かつお類 14,448

5 かんぱち 7,229

6 あおだい 4,933

7 とびうお 4,804

8 さわら 3,208

9 ひめだい 2,870

10 いか 2,364

出典：東京都産業労働局HP「東京都の水産 令和5年度版」
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【伊豆諸島全体の観光】

○新型コロナの影響以前（～2019
年）は、伊豆諸島の観光客数は約
45万人程度で推移していた。

○2020年からの新型コロナの影響
を受け、観光客数は2021年には
2018年と比較し、約5割の落ち込
みとなった。

○2022年以降は徐々に観光客数は
増加している。

出典：東京都産業労働局HP「東京都観光データカタログ 伊豆諸島年次観光客数」より作成

伊豆諸島の現状、課題の整理

伊豆諸島への観光客数の推移
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【八丈町の観光】
○主要な観光資源として、ダイビングなどのマリンレジャーのほか、ホエールウォッチング、八丈植
物公園など自然資源を活かした観光があげられる。

○新型コロナ以前の2019年までは年間9万人前後が来島していたが、新型コロナの影響により来島者
数が減少し、2020年には年間45,000人まで半減した。以降は増加に転じ、2023年は年間8.5万人
程度が来島している。

八丈町の来島者数

伊豆諸島の現状、課題の整理

出典：東京都産業労働局HP「東京都観光データカタログ 伊豆諸島年次観光客数」より作成

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

観光客数(人) 119,174 119,940 103,701 92,828 80,455 96,058 96,239 82,787 81,796 81,498 78,297 82,917 84,343 78,150 78,101 81,659 89,719 90,154 90,770 45,556 47,058 74,670 86,270
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【伊豆諸島全体のエネルギー】
○全ての島しょ町村は内燃力発電により電力を確保しているため、燃料価格の変動が町村の生活・経

済に影響を与えている。

○内燃力発電に使用する化石燃料は、本土から船舶により輸送されており、本土が災害により被災し
た場合、島への燃料供給が停止し、長期間停電することが懸念されている。

伊豆諸島の現状、課題の整理
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【八丈町の課題（まとめ案）】
○人口減少/少子高齢化対策

島内全体の人口減少、特に20代前半の未来を担う働き手が
不足、少子高齢化が顕著で全ての産業で後継者不足が課題

○漁業振興
水産業では水産資源が減少しており、水産基盤の整備、後継
者の確保及び育成が課題

○観光振興
観光客数の増加に向けて、新たな観光振興策が必要

○電力の安定供給
南海トラフ等による直接の被害による燃料供給停止に伴う長
期間停電のリスクへの対策が必要

出典：東京都総務局HP「東京都離島振興計画（令和5年度～令和14年度）」

伊豆諸島の現状、課題の整理
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先行事例の紹介(北海道檜山市沖)

出典：第1回北海道檜山市沖における法定協議会「参考資料5_洋上風力発電を持続可能な地域の形成に繋げる振興策に関する要請」
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先行事例の紹介(山形県遊佐町沖)

出典：第４回山形県遊佐町沖における法定協議会「資料８_遊佐地域の将来像と協調策・振興策の参考イメージ」
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先行事例の紹介(山形県遊佐町沖)

出典：第４回山形県遊佐町沖における法定協議会「資料８_遊佐地域の将来像と協調策・振興策の参考イメージ」
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先行事例の紹介(北海道岩宇・南後志地区沖)

出典：第２回北海道岩宇・南後志地区沖における法定協議会「資料10_北海道岩宇・南後志地区沖の地域振興及び漁業振興による将来像」
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先行事例の紹介(北海道岩宇・南後志地区沖)

出典：第２回北海道岩宇・南後志地区沖における法定協議会「資料10_北海道岩宇・南後志地区沖の地域振興及び漁業振興による将来像」
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先行事例の紹介(北海道岩宇・南後志地区沖)

出典：第２回北海道岩宇・南後志地区沖における法定協議会「資料10_北海道岩宇・南後志地区沖の地域振興及び漁業振興による将来像」
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先行事例の紹介(新潟県村上市・胎内市沖)

出典： 地域での案件形成における取組について
(2023年6月16日 経済産業省資源エネルギー庁・国土交通省港湾局)

【協議会で求めた将来像、振興策】
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先行事例の紹介(新潟県村上市・胎内市沖)

出典：新潟県村上市及び胎内市沖洋上風力発電事業の概要
(2024年4月24日、三井物産株式会社・RWE Offshore Wind Japan
村上胎内株式会社・大阪⽡斯株式会社)

【発電事業者が提案した振興策】



先行事例の紹介(長崎県西海市江島沖)

出典： 地域での案件形成における取組について
(2023年6月16日 経済産業省資源エネルギー庁・国土交通省港湾局)

【協議会で求めた将来像、振興策】

26



先行事例の紹介(長崎県西海市江島沖)
【発電事業者が提案した振興策】

27出典：第４回長崎県西海市江島沖における法定協議会「資料5 長崎県西海市沖洋上風力発電事業概要説明」



昨年度検討会での質問に対する回答について

28

意見内容 意見詳細 該当頁

自然環境
・生物基礎調査の実施事業者について

・生物基礎調査方法、時期等に関する有識者ヒアリングについて
29スライド

その他

・船舶航路への影響について（運航スケジュール、料金等）

・発電事業者が倒産した場合の対応について

・発電した電気で水素を製造する場合の必要施設や仕組について

・送電ケーブルに関する建設費について

・建設時の島内宿泊施設への影響について(SEP船での宿泊の有無)

29～32

スライド



昨年度検討会での質問に対する回答について

〇入札の結果、（株）パスコが実施します。

〇調査実施にあたっては、日本野鳥の会と複数回ヒアリングをさせていただき、
調査時期や回数等を計画しています。

生物基礎調査の実施事業者について/生物基礎調査方法、時期等に関す

る有識者ヒアリングについて

〇船舶航路については現在調整中です。

風車設置に伴う、船舶航路への影響について（運航スケジュール、料金等）

29



昨年度検討会での質問に対する回答について

〇「一般海域における占用公募制度の運用指針」では、国が発電事業者に占用許可を
与えるに当たり、占用許可期間の終了後又は経営破綻した場合に備え、あらかじめ
撤去方法や撤去費用の確保に関する方法を提示させています。

〇具体的には、経営破綻した場合の撤去費用の確保方法として、「撤去費用を担保する
ための保証状の提出」や「撤去費用の積立てを証する書類の提出」を求めています。

発電事業者が倒産した場合の対応について

30



昨年度検討会での質問に対する回答について

〇令和6年度第２回の検討会でお示ししている通り、発電した電気は、まずは島内に供
給します。

〇余剰電力の本土への輸送方法については検討中です。

発電した電気で水素を製造する場合の必要施設や仕組について/送電ケー

ブルに関する建設費について

出典：令和6年度第2回検討会資料
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昨年度検討会での質問に対する回答について

〇SEP船（Self Elevating Platform：自己昇降式作業台船）とは、着床式洋上風力発
電の据付に用いる大型の船で、作業者が宿泊することも可能です。

〇島内の宿泊施設への影響については、発電事業者の事業計画に左右されるため、現
時点では不明ですが、発電事業者を公募する際の要件として、島内の宿泊施設に影
響を及ぼさないことを求めることが可能です。

建設時の島内宿泊施設への影響について(SEP船での宿泊の有無)
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